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 直結増圧式給水施工基準 

 

第１章   総 則                                  

１．目的             

    直結増圧式給水は、直結給水の範囲を拡大することにより、小規模受水槽等  

 における衛生問題の解消、省エネルギ－の推進及び設置スペ－スの有効利用な  

 どを図り、もって需要者へのサ－ビスの向上を図ることを目的とする。  

 

２．直結増圧式給水の定義  

  直結増圧式給水とは、１０階建て程度までの建物に対して受水槽を経由せず、  

 給水管に直結給水用増圧装置（以下、増圧装置という。）を設置して直接給水  

 する方法をいう。  

 

３．給水方式  

    水道における給水方式は、配水管の水圧を利用して給水する直結式給水と、水  

 を一旦受水槽に貯留して給水する受水槽式給水がある。  

  直結式給水には、配水管の水圧をそのまま利用して給水する直結直圧式と配水  

 管の水圧を建物ごとに増圧装置で加圧して給水する直結増圧式がある。  

  なお、直結増圧式は、直接給水栓まで給水する直接式を原則とするが、既設  

 建築物等への対応から高置水槽を利用して給水する高置水槽式についても認め  

 る。  

 

 
 

直結直圧式（※１）  

  
 

 直結式給水  

直結増圧式  

 
 直接式（※２）  

 

 

 

 

     給水方式  

 

 高置水槽式（※３）  
  

 

                              （既存建築物の改築のみ）  

 受水槽式給水  

 
高置水槽式  

圧力タンク式  

加圧ポンプ式  
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（１）直結直圧式（※１）  

      配水管の水圧をそのまま利用して直接給水栓まで給水する方式。  

    （該当する建築物は、給水装置工事基準第１章第９節（給水方式の決定）に 

よる）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）直結増圧式（直接式）（※２）  

    給水管の途中に増圧装置を設置し、圧力を加えて直接給水栓まで給水す  

   る 方式。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

 （３）直結増圧式（高置水槽式）（※３）  

     給水管の途中に増圧装置を設置し、高置水槽に一旦入れた後、自然流下  

   により給水する方式。（既存建築物の改築のみ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      既設の受水槽式給水を直結増圧式（直接式）及び直結増圧式（高置水槽  

      式）に改修する場合。  

     ア．配管をすべて改修する場合は、直結増圧式（直接式）に基づき施工す  

        る。  

     イ．既設の高置水槽よりの自然流下の配管を利用して改修する場合は、直  

        結増圧式（高置水槽式）に基づき施工する。（既設の建築物で更新困難  

        なため、やむを得ず使用する場合）  

         なお、受水槽式給水で既設の高置水槽がある場合、増圧給水に切替え  

        た時は、貯水槽水道等給水設備指導要領に準じ、受水槽と読み替える。 
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４．直結増圧式の標準的な配管方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．適用範囲  

 （１）対象範囲  

       一般・併用・非住宅を問わず直結増圧式給水は３階以上１０階程度とし、  

     使用圧力が0.75MPa（7.6Kgf/c㎡）以下の増圧装置で給水できる建築物。  

  （２）対象区域  

       対象区域は、給水区域内とする。  

    （配水管の計画最小動水圧が0.245MPa（2.5Kgf/c㎡）以上の区域とし、計  

    画最小動水圧が0.245MPa（2.5Kgf/c㎡）以下の配水区域については、別途  

    協議する。) 

  （３）適用条件  

       直結増圧式は、次の各要件を満たす場合に適用できる。  

     ア．水道メーターの口径は、25㎜～50㎜とし、50㎜以下で給水できる建築物  

    とする。  

      イ．給水装置工事申込時に使用用途不明の区画がない建築物。  

     ウ．直結直圧式と直結増圧式の併用は、原則として禁止する。  

  （４）対象範囲外  

     ア．災害時や事故等による水道の断減水時においても、必要最小限の給水  

        を確保する必要がある建築物。  
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     イ．一時に多量の水を利用する建築物、又は使用水量の変動が大きいなど配 

水管に水圧低下をきたすおそれのある建築物。  

     ウ．配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする  

    建築物。  

      エ．薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水質に汚染を来すお  

    それのある建築物。   

      オ．受水槽式給水が望ましい建築物。  

 

 

 第２章 給水装置の構造及び材質の基準  

１．基本構造  

   配水管の水圧に影響をおよぼすおそれのあるポンプを直接連結しないこと。  

 

２．増圧装置  

  （１）増圧装置は、原則として（公社）日本水道協会規格「水道用直結加圧形ポ  

   ンプユニット (JWWA B130)」の適合品とし、城陽市公営企業管理者（以下 

「管理者」という。）の承認を得ること。  

  （２）増圧装置は、１建物に対して１増圧装置とする。  

      ただし、管理者が特に認めたものについては、この限りではない。  

  （３）緊急時の維持管理を必要とするため、本市又は本市近隣の市町村に増圧 

装置の営業所又は維持管理業務をおこなう事業所があること。  

 

３．分岐可能な配水管及び分岐引込管口径  

  （１）分岐可能な配水管は75㎜以上とする。  

  （２）分岐引込管口径は25㎜以上50㎜以下とする。  

 （３）分岐する配水管及び分岐口径は別途協議する。  

 

４．水道メーター設置場所  

   給水装置工事基準第２章［設計］第９節（水道メーター）及び第２章［施工］第 

１２節（水道メーターの設置）に基づき設置すること。  

 

５．逆流防止装置  

  （１）逆流防止装置は、複式逆流防止器及び減圧式逆流防止器（別図－１）と  
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   し水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）に適合するものを 

使用すること。  

  （２）逆流防止装置は、原則として（公社）日本水道協会規格品とする。  

 （３）逆流防止装置は、増圧装置上流側を基本とする。  

 （４）逆流防止装置は、維持管理が容易に出来ること。  

  （５）逆流防止装置は、原則として、減圧式逆流防止器を使用すること。 

  （６）逆流防止装置と直結増圧給水方式は系統図（別図－２）を参照すること。  

 

６．振動防止装置  

    増圧装置には振動を防止する装置を付けること。  

 

７．空気抜き装置  

    建築物内の主配管の最高部に、空気抜き弁（手前にバルブ）を設置すること。  

 

８．給水管の材質及び口径  

  （１）給水管の材質は、水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）  

   及び給水装置工事基準に基づき施工すること。  

  （２）主配管の立上り口径は水理計算により決定し、原則として最上部まで同  

   口径としなければならない。  

 

９．非常用給水栓  

  増圧装置の故障および給水制限や停電等に備え、使用者が使用できる共用の  

 直圧給水栓を１栓設けること。  

 

 

 第３章 調査と協議  

１．事前調査  

  （１）設計者（増圧装置の設計者）は、給水装置工事基準第２章［設計］第１節に 

定める事項について、事前調査及び現地調査を十分行うこと。  

  （２）設計者は、設計着手前に管理者と近隣地点の水圧及び設計水圧その他に  

   ついて、十分打合わせを行うこと。  
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２．協議書類  

  （１）建築物の平面図・立面図  

 （２）給水装置の平面図・立面図及び取付器具の詳細が記載されている図面  

  （３）増圧ポンプの性能曲線図及び仕様書（カタログ等）  

  （４）水理計算書  

    ア．給水圧力、流入圧力及び停止圧力、吐出圧力等を水理計算により決定  

        したもの  

     イ．設計水圧を基にした水量計算書  

     ウ．水圧測定の結果  

 

 

 第４章 増圧給水装置の設計  

１．設計水圧  

   増圧装置の設計水圧は、0.196MPa（2㎏f/c㎡）とする。  

    なお、水理計算を行い所定の水量が得られるとともに、有効水圧0.049MPa 

    （0.5㎏f/c㎡）以上を確保しなければならない。  

 

２．設計水量の算定    

 （１）集合住宅の場合  

     ア．各戸使用水量と給水戸数の同時使用率により求める方法。  

          １戸の使用水量を表－３又は表－４を使用した方法で求め、全体の同  

        時使用戸数は、給水戸数と同時使用戸数率（表－５）より同時使用戸数  

        を定め、計画(同時)使用水量を求める方法である。  

      イ．戸数から計画(同時)使用水量を予測する算定式を用いる方法。  

        計画(同時)使用水量＝４２×（戸数）  [10戸未満] 

        同 上            ＝１９×（戸数）   [10戸～600戸未満] 

                    計画(同時)使用水量＝（L/min）  

      ウ．居住人数から計画(同時)使用水量を予測する算定式を用いる方法。  

        計画(同時)使用水量＝２６×（人数）   [30人以下] 

        同 上            ＝１３×（人数）   [31人～200人未満] 

                    計画(同時)使用水量＝（L/min） 

  （２）一定規模以上の給水用具を有する事務所ビル、集合住宅等の場合  

       給水用具給水負荷単位により求める方法。  

0 . 3 3  
 
0 . 6 7  
 

0 . 3 6  
 
0 . 5 6  
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       給水用具給水負荷単位とは、給水用具の種類による使用頻度、使用時間  

     及び多数の給水用具の同時使用を考慮した負荷率を見込んで、給水流量を  

    単位化したものである。計画(同時)使用水量は、各種給水用具の給水用具  

     負荷単位(表－６)に給水用具数を乗じたものを累計して求める方法である。  

       なお、上記の計画(同時)使用水量の決定は、過大・過小にならないよう、  

     使用実態などを十分考慮して決定すること。  

 

３．設計流速  

   水撃防止のため、管内流速2.0ｍ/s以下とする。  

 

４．給水管及びメーター口径  

 （１）給水管及びメーター口径は、設計水圧及び流速を考慮し水理計算により決  

      定された給水管の口径は、本市採用の水道メーターの瞬時的許容流量及び適 

正使用流量基準に適合し、かつ、流速は2.0m/s以内で決定する。 

                  各メーターの計画(同時)使用水量  

   メーター口径     計画(同時)使用水量   一日平均使用量   

   25㎜       58L/min(3.5m3/H)       3.4m3/日  

   40㎜      150L/min(9.0m3/H)       25m3/日  

    50㎜      240L/min(14.4m3/H)       50m3/日  

  （２）給水管口径・メーター口径・増圧装置及び下流側の給水管口径は、それぞ  

   れの上流側の口径を上回らないこと。  

  （３）増圧装置の口径は、メーター口径及び増圧装置下流側の給水管口径を上回  

     らないこと。  

  （４）流量調整のためメーター口径に応じた定流量弁を設置すること。  

  （５）給水管の配管は、水道法施行令第６条（給水装置の構造及び材質の基準）  

    ・給水装置工事基準並びに建築基準法及び建築物における法律等に基づき  

    施工すること。  

 （６）集合住宅等に設置する私設メーターの口径は、20㎜以上とする。  

       ただし、ワンル－ムマンション等で給水栓数が５栓以内の場合は、メーター 

口径を13㎜としてもよい。  

  （７）私設メーター口径は、給水装置工事基準の給水管の口径決定及び水道メータ 

ーの適正使用水量によるとともに、計量法に基づき検定を受けること。  
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 第５章 増圧装置  

１．給水圧力の設計  

    直結増圧式の動水勾配線図（別図－３）による。  

  （１）給水圧力  

       増圧装置が必要とする給水（増圧）圧力は、次の計算式で算出する。  

      Ｐ＝Ｐ1＋Ｐ2＋Ｐ3＋Ｐ4＋Ｐ5＋Ｐ6－Ｐ0 

        Ｐ0 ：設計水圧（配水管圧力）  

        Ｐ1 ：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失  

        Ｐ2 ：減圧式逆流防止器  ※一次側の給水管及び器具の圧力損失  

        Ｐ3 ：減圧式逆流防止器及び増圧装置※の圧力損失  

        Ｐ4 ：増圧装置二次側の給水管及び器具の圧力損失  

        Ｐ5 ：末端最高位の器具と使用するための必要最小動水圧  

        Ｐ6 ：増圧装置と末端最高位の器具との高低差による圧力損失  

        ＰP ：吐出圧力設定値（＝Ｐ4＋Ｐ5＋Ｐ6）  

        Ｐ  ：必要とする給水圧力  

 （２）減圧式逆流防止器の設置位置の決定  

      Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）＞０場合  

             減圧式逆流防止器を増圧装置の一次側に設置する。  

       Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）≦０場合  

              減圧式逆流防止器を増圧装置の二次側に設置する。  

        Ｐ0 ：設計水圧   (MPa(㎏f/c㎡)) 

        Ｐ1 ：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失(MPa(㎏f/c㎡)) 

        Ｐ2 ：減圧式逆流防止器※一次側の給水管及び器具の圧力損失(MPa( 

             ㎏f/c㎡)) 

        ＰX ：減圧式逆流防止器の圧力損失(MPa(㎏f/c㎡)) 

 （３）増圧ポンプの停止圧力設定値の決定  

       ＰT＝Ｐ0－(Ｐ1＋Ｐ2＋0.05MPa(0.5㎏f/c㎡)) 

            ただし、ＰT≧0.01MPa(0.1㎏f/c㎡) 

       ＰT ：停止圧力設定値(MPa(㎏f/c㎡)) 

              (0.01MPa(0.1㎏f/c㎡))単位で設定  

        Ｐ0 ：設計水圧   (MPa(㎏f/c㎡)) 

        Ｐ1 ：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失(MPa(㎏f/c㎡)) 
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        Ｐ2 ：減圧式逆流防止器 ＊一次側の給水管及び器具の圧力損失(MPa 

        (㎏f/c㎡)) 

        ※減圧式逆流防止器を増圧装置の二次側に設置する場合は、「増圧装置」 

    に読み替える。  

 

２．増圧装置の仕様  

    増圧装置は、水道法に基づく給水装置の構造及び材質の基準に適合し、かつ、 

次の各項が十分配慮され、配水管への影響が極めて小さく、安定した給水ができ 

るものでなければならない。  

  （１）ポンプ始動・停止による配水管の圧力変動が極小であり、ポンプ運転に  

   よる配水管の圧力に脈動がないこと。  

 （２）吸込側の水圧が異常低下した場合には自動停止し、復帰した場合には自  

    動復帰すること。  

  （３）配水管の水圧の変化及び使用水量に対応でき、安定給水ができること。  

 （４）使用水量が少ない場合に自動停止すること。  

  （５）吸込側の水圧が上昇した場合自動停止し、直結直圧給水ができること。  

  （６）点検、補修等の保守管理が容易にできること。  

 

３．ポンプ制御  

  （１）断水及び付近の水圧低下により、吸込圧力が0.07MPa（0.7㎏f/c㎡）まで  

     低下した場合、圧力探知によりポンプを自動停止させること、また、再起  

     動は、0.10MPa（1.0㎏f/c㎡）とする。  

  （２）ポンプ吐出し側の制御方法は、推定末端圧力（給水栓の有効水圧）一定  

   制御方式とし、その値は0.15MPa(1.5㎏f/c㎡)を標準とする。  

  （３）ポンプ始動・停止の際、ソフトスタ－ト・ソフトストップ機能を有する  

   こと。  

 

 

 第６章 増圧装置の設置  

１．増圧装置の設置場所及び設置方法  

    設置場所は、配水管及び付近家屋に悪影響を与えず、安定した給水が確保さ  

 れ、かつ、当該装置の機能を有効に活用できるよう、適切な設置場所を選定す  

 ると共に、損失が過大となる配管はさけること。  
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  （１）設置場所は原則として一階の屋内とすること。屋外の場合、凍結防止対  

   策をし、フエンス等で増圧装置を囲うこと｡  

       なお、設置場所が屋内の場合、密閉とならない構造とすること。  

  （２）設置後も維持管理ができるよう、必要なスペースが確保できる場所に設  

     置すること。  

  （３）設置場所には、基礎等を施して水平に設置すること。  

 （４）排水溝の設置。  

 

２．配管の設計施工及び弁（バルブ等）の設置  

  （１）給水管の設計及び施工は、給水装置工事基準に基づき施工すること。  

  （２）損失水頭の少ない配管方法をとること。  

       なお、管内流速が過大にならないよう注意すること。（特に増圧装置の一次 

側の配管）  

  （３）直接式で給水する場合は、給水管の最上部に空気抜き弁を設置し停滞空  

   気が発生しない配管とし手前にバルブを設置すること。  

       なお、作動状況を外部から確認できる場所に設置すること。  

  （４）立上り配管は、パイプスペ－ス内に配管すること。  

  （５）私設メーターを設置する場合の設計・施工方法については、給水装置工事 

基準第３章第７節（私設メーター）に基づき設置すること。 

  （６）大便器洗浄弁は原則として設置しないこと。ただし、管理者が特に認め  

     たものについてはこの限りではない。  

  （７）工事内容に変更が生じたときは、必ず再協議をすること。  

 

 

 第７章 給水装置及び増圧装置の検査  

１．給水装置の検査  

  （１）増圧装置から下流側の給水装置（増圧装置を除く）の配管で一部又は全  

     部が完了したときに水圧試験を行うこと。  

  （２）給水装置の検査は、給水装置工事基準に基づく。  

  （３）増圧装置の設置場所の確認。  

  （４）増圧装置の型式の確認。  

  （５）警報装置の設置等の確認。  

  （６）しゅん工検査は、城陽市給水装置工事基準及び貯水槽水道等給水設備指導要 
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領による。  

 

２．増圧装置の試験  

  （１）吐出圧力に対する試験  

    一定の吸込圧力において、吐出流量をゼロから最大までゆっくり増加、  

     また最大からゼロまでゆっくりと減少させ、吐出圧力が性能を満足して  

   いることを確認する。  

  （２）吸込圧力に対する試験  

     ア．少流量（検出しない程度の流量、10～20L/min程度）でポンプを起動さ  

    せ吸込圧力変動が性能を満足していることを確認する。  

     イ．吐出流量を最大からゼロまでゆっくり減少させ、吸込圧力変動が性能  

    を満足していることを確認する。  

  （３）吸込圧力の低下によるポンプ停止、再起動試験  

       一定の吐出流量において吸込圧力を低下させ、設定値以下になるとポン  

   プは停止し、設定値以上となると再起動することを確認する。  

  （４）バイパスの流量試験及び高配水圧力時の試験  

       一定の吐出流量において吸込圧力を増加させ、設定値以上になるとポン  

   プは停止し、設定値以下になると再起動することを確認する。  

  （５）少流量時の自動停止試験  

       吐出流量が約10L/min以下になると、ポンプは自動停止することを確認す  

   る。  

  （６）故障時の自動切り替え試験  

       一定の吐出流量において、人為的に運転中のポンプに故障状態を起こし、  

   異常なく他方に切り替わることを確認する。  

  （７）各設定値を【様式Ｃ】増圧給水装置設置報告書にて報告すること。  

 

 

 第８章 維持管理  

１．増圧装置を設置したときは、管理人、指定給水装置工事事業者、増圧装置の維持 

管理人を選任して、【様式Ａ】維持管理誓約書を届けでるものとし、給水装置に異 

常及び事故が発生したときは、速やかに処理できる体制をとること。 

 

２．増圧装置設置者等管理責任者をおき、年一回の定期点検を実施すること。  
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 第９章 直結増圧式への切替  

    受水槽式給水を直結増圧式に切替える場合  

１．事前確認  

 （１）耐圧の確認  

    新設工事と同様に、テストポンプによって水圧をかけ、漏水のないこと  

   を確認する。  

  （２）水質の確認  

     水質検査を行い、水質基準値を満たしていること。  

  （３）既設建築物の調査は、【様式Ｂ】既設建築物のチェックリストにより申請前 

に指定給水装置工事事業者により実施すること。  

 

２．給水方法  

 （１）水圧・水質試験に合格したものは直結増圧式（直接式）とする。  

  （２）直結増圧式（直接式）が適さないものは、高置水槽へ増圧装置で給水す  

    る直結増圧式（高置水槽式）とすることができる。  

    ア．原則として、20年以上経過の既設建築物で、給水管が老巧化しており、  

     直結増圧式（直接式）にすれば漏水の危険性があるものは除く。（水圧  

    試験で不合格の建築物）  

     イ．受水槽式給水が望ましく、断水の困難な業種が入居している建築物は  

    対象範囲外とする。  

     ウ．その他管理者が不適合と認めたもの。  

 

３．切替に当たっての注意  

  （１）給水管口径、メーター口径は水理計算を満足する口径とする。  

  （２）建築物内の既設の給水管を利用して各戸へ給水する場合の配管は、立上  

     り配管として利用してもよい。  

  （３）直結増圧式（高置水槽式）とする場合は、既設の高置水槽を利用するこ  

   とができる。  

  （４）給水管の改良工事をする場合は、給水装置の構造及び材質の基準及び給  

    水装置工事基準並びに本直結増圧式給水施工基準に基づくこと。  

 

４．増圧装置の容量（補給水量）及び高置水槽容量  

  （１）直結増圧給水装置施工基準によること。  
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  （２）貯水槽水道等給水設備指導要領によること。  

 

 

 第10章 その他  

１．警報装置を設置すること、設置場所は、管理人等の常駐している場所とし緊  

 急時に対応できる体制であること。  

 

２．危険防止のため、給水装置には、当該給水装置以外の水管及び増圧給水装置  

 以外のポンプなど水圧に影響を与える機器類等を直接連結してはならない。  

 

３．消火用設備は、給水装置に直接連結してはならない。  

 

４．申込は城陽市給水装置工事申込書による｡  

    なお、【様式Ａ】維持管理誓約書も合せて提出すること。 

 

 

 

 

附 則 

本施工基準は、令和７年（2025 年）４月１日から施行する。 
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  水量計算－１  

  共同住宅の場合  

１．各戸使用水量と給水戸数の同時使用率により求める。  

    一戸の使用水量を表－３又は表－４を使用した方法で求め、全体の同時使用  

 戸数は、給水戸数と同時使用戸数率（表－５）より同時使用戸数を定め、同時  

 使用水量を求める。  

    なお、簡易的に一戸の水量を 12～40L/minとし、水量の総計に給水戸数から  

  求めた同時使用率を乗じた水量とすることができる。  

  「計算例」  

   設計水圧0.196MPa（2.0㎏f/c㎡)の地域内にある２ＬＤＫ－１５戸の共同住宅  

 の場合で、各戸使用量を12L/minとして計算する。  

  （１）メーター口径は、４０㎜と仮定する。  

  （２）全体の計画(同時)使用水量＝各戸使用量(L/min)×戸数×同時使用率  

                              ＝１２L/min×１５戸×０．８０ 

                              ＝１４４L/min 

  （３）使用メーターの計画(同時)使用水量  

      メーター口径４０㎜の計画(同時)使用水量は､１５０（L/min)であるので、 

      １４４(L/min) ≦１５０(L/min)となり、適用条件内である。  

  （４）減圧式逆流防止器の設置位置・ポンプ停止圧力設定値・増圧吐出圧力設  

   定値の計算は計算例(3)・(4)・(5)を参照すること。  

 

２．戸数から計画(同時)使用水量を予測する算定式を用いる。  

    計画(同時)使用水量は、下記の算定式により算出する。  

      計画(同時)使用水量 ＝４２×（戸数）     [10戸未満]  

      同 上             ＝１９×（戸数）     [10戸～600戸未満]  

                      計画(同時)使用水量＝（L/min）  

 

 

 

 

 

 

0 . 3 3  
 
0 . 6 7  
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  「計算例」  

   設計水圧0.196MPa（2.0㎏f/c㎡）の地域内にある２ＬＤＫ－２０戸の共同住  

 宅の場合  

     メーター口径は４０㎜と仮定する。  

 （１）計画(同時)使用水量の算定  

    全体の計画(同時)使用水量は、Ｑ＝１９Ｎ  

      Ｑ＝１９×２０   ＝１４２(L/min)となる。    Ｎ：戸数  

      ただし、末端部（一戸）では、「給水器具の種類別吐水量×同時使用率」  

   により、各々の場所における計画(同時)使用水量を算出し損失水頭の計算を  

  行う  

  （２）使用メーターの計画(同時)使用水量  

      メーター口径４０㎜の計画(同時)使用水量は､１５０(L/min)であるので、  

     １４２(L/min)≦１５０(L/min)となり、適用条件内である。  

  （３）減圧式逆流防止器設置位置の決定  

     原則に従い、減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置するものとして  

    計算をする。  

 区間 流量 

(L/min) 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

損失水頭 

（摩擦・器具） 

立上 

高さ 

区間 

水頭 

所要水頭  

 ⑨⑩  142  40  100 (100/1000)×3.4 

        =0.34 

0.4 0.74 0.74+2.00 

+1.8=4.54 

 ⑩ 点 

 4.54 

 142  40   ﾒー ﾀー       2.00 0.0 2.00 

 142  40   ﾒー ﾀー 用止水栓 1.80 0.0 1.80 

 ⑩⑪  142  40  100 (100/1000)×4.0 

        =0.40 1.0 1.40 
4.54+1.40 

    =5.94 

 ⑪ 点 

 5.94 

      ア．上記の表より、１４２(L/min)の計画(同時)使用水量が流れた場合の  

    減圧式逆流防止器の一次側の摩擦・器具・高低差による損失水頭の和  

   （Ｐ1とＰ2の和）は５.９４ｍとなる。  

      イ．減圧式逆流防止器による圧力損失水頭（メーカーにより異なる）は、  

    本計算例の条件下では8.00ｍ（減圧式逆流防止器圧力損失曲線）である  

    ので、  

        Ｐ0-(Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX) 

                20.0m(設計水圧)－(5.94m＋8.00m) 

        ＝6.06m＝0.06MPa(0.6㎏f/c㎡)＞０  

      ウ．0.06MPa(0.6㎏f/ c㎡)＞０  よって、減圧式逆流防止器は増圧装置一次 

側に設置する。 
 

0 . 6 7  
 

0.67 
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  減圧式逆流防止器設置位置の計算式 
 Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）＞０の場合： 
                     減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置する。 
 Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）≦０の場合： 
                     減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置する。 
   Ｐ0：設計水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 
   Ｐ1：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
   Ｐ2：減圧式逆流防止器 ＊一次側の給水管及び器具の圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
   ＰX：減圧式逆流防止器による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 

 

 

 （４）ポンプ停止圧力設定値の算出 

        ＰT＝Ｐ0－(Ｐ1＋Ｐ2＋0.05MPa)  

                20.0m(設計水圧)－(5.94m＋5.00m) 

                ＝9.06m＝0.09MPa(0.9㎏f/c㎡) 

        よって停止圧力設定値ＰTは0.09MPa(0.9㎏f/c㎡)とする。  
 

  増圧装置停止圧力設定値 
 ＰT＝Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋0.05MPa(0.5㎏f/c㎡)) 
 ただし、ＰT≧0.01MPa(0.1㎏f/c㎡) 

ＰT：停止圧力設定値（MPa(㎏f/c㎡))････(0.01MPa(0.1㎏f/c㎡)単位で設定） 
Ｐ0：設計水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 
Ｐ1：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
Ｐ2：減圧式逆流防止器 ＊一次側の給水管及び器具の圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 

＊減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置する場合は、「増圧装置」に読み替える 

 

 

         注）なお、増圧装置一次側の圧力が回復してポンプが自動復帰する際には、インチング 

運転の発生が極力防止できるよう考慮すること。  

  （５）吐出圧力設定値の算出  

        ［一戸当たりの給水器具数］  

 

  項目  記号 Ａ＊ Ｂ＊ Ｃ Ｄ Ｅ＊  

 取 付 場 所 ベランダ 台  所 便  所 洗 面 所 浴  室 

 取 付 器 具 16号給湯器 混合水栓 ﾎ゙ ﾙーﾀｯﾌ゚  混合水栓 混合水栓 

 口 径  (㎜) ２０ １３ １３ １３ １３ 

使用水量(L/min) １６ １２ １２ １２ １２ 

                                      （＊印：同時使用水栓）  
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        「吐出圧力設定値計算例」  

 

            区間  流量 

(L/min) 

仮定 

管径 

  動水 

  勾配 

  損失水頭 

  （摩擦・器具） 

立上 

高さ 

 区間 

 水頭 

   所要水頭  

 Ａ① １６  ２０    ５３   (53/1000)×3.1+ 

 5.0(湯沸器)=5.16 

1.0   6.16        6.16 
①点 

6.16 Ｅ①   １２  １３  ２３０   (230/1000)×1.4+ 

 2.0(水栓)=2.32 0.6   2.92        2.92 

①②   ２８  ２０  １４０  (140/1000)×2.4 

           =0.33 0.0   0.33  
  6.16+0.33 

     =6.49 ②点 

6.49 Ｂ②   １２  １３  ２３０  (230/1000)×6.4+ 

2.0(水栓)=3.47 0.9   4.37        4.37 

 

②③ 

  ４０  ２０  ２６６  (266/1000)×1.8 

           =0.47 0.0   0.47    6.49+0.47 

 +1.50+0.50 

     =8.96 

③点 

8.96   ４０  ２０   私設ﾒー ﾀー  1.50 0.0   1.50  

  ４０  ２０     止水栓    0.50 0.0   0.50  

③④   ５３  ４０    １８  (18/1000)×3.0 

           =0.05 3.0   3.05  
  8.96+3.05 

     =12.01 

④点 

12.01 

④⑤   ６７  ４０    ２７  (27/1000)×3.0 

           =0.08 3.0   3.08  
 12.01+3.08 

     =15.09 

①点 

15.09 

⑤⑥   ７６  ４０    ３３  (33/1000)×3.0 

           =0.10 3.0   3.10  
 15.09+3.10 

     =18.19 

⑥点 

18.19 

⑥⑦   ８４  ４０    ４０  (40/1000)×3.0 

           =0.12 3.0   3.12  
 18.19+3.12 

     =21.31 

⑦点 

21.31 

⑦⑧  ９０  ４０    ４５  (45/1000)×15.0 

           =0.67 1.0   1.67  
 21.31+1.67 

 +0.90 

     =23.88 

⑧点 

23.88 

 ９０  ４０    バルブ   0.90   0.90  

⑧⑨ １４２  ４０  １００  (100/1000)×6.4 

           =0.64 -0.4   0.24  
 23.89+0.24 

     =24.12 

⑨点 

24.12 

      ア．上記表より所要水頭は24.12mとなる。  

    イ．吐出圧力設定値は  

           PP=P4+P5+P6=24.12= 0.24MPa(2.4㎏f/c㎡)となる。  

          使用圧力が0.24MPa(2.4㎏f/c㎡)≦0.75MPa(7.6㎏f/c㎡)となり適用範囲  

    内となる。  

     ウ．上記表の流量（L/min）は、共同住宅における計画(同時)使用水量算定  

    式「戸数から計画(同時)使用水量を予測する方法」（表－１１）を参照  
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  増圧ポンプ吐出圧力設定値（ＰP=Ｐ4+Ｐ5+Ｐ6） 
  ＰP:吐出圧力設定値（MPa(㎏f/c㎡)）･･･（0.01MPa(0.1㎏f/c㎡)単位で設定） 
  Ｐ4:増圧装置二次側の給水管及び器具の圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
  Ｐ5:末端最高位の器具を使用するための必要最小動水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 
  Ｐ6:増圧装置と末端最高位の器具の高低差による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
（注）給水器具の種類等により、吐出量や損失水頭（または所要水頭）が異なる 

ため、製造会社の資料等を参考にすること。 

 

 

  注）計算の結果、減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置しなければなら  

   ない場合には、上記の吐出圧力設定値の算出において、区間の⑧⑨で減圧  

   式逆流防止器による圧力損失を加算すること。  
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   水量計算－２  

  共同住宅以外の場合  

    設計水圧0.196MPa（2.0㎏f/c㎡）の地域内にある有効床面積1200㎡の事務所  

  （事業用）ビルの場合  

  （１）メーター口径は４０㎜と仮定する。  

   （小便器:５栓、大便器:５栓、手洗器:５栓、掃除流し:５栓、台所:５栓）  

  （２）計画(同時)使用水量の算定  

        「器具負荷単位による計算」により算出する  

 器具名 器具数 器具単位数 計  

小便器 ５ ３ １５ 

大便器 ５ ５ ２５ 

手洗器 ５ ２ １０ 

掃除流し ５ ３ １５ 

台所 ５ ４ ２０ 

計   ８５ 

        同時使用水量表により、器具単位数の合計から計画(同時)使用水量Ｑを  

      算出すると、  

       Ｑ＝１５０(L/min)となる。  

  （３）使用メーターの計画(同時)使用水量  

    メーター口径４０㎜の計画(同時)使用水量は、１５０(L/min)であるので、 

      １５０(L/min)≦１５０(L/min)となり、適用条件内である。  

  （４）減圧式逆流防止器設置位置の決定  

       原則に従い、減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置するものとして  

      計算をする。  

  区間 流量 

(L/min) 

仮定 

管径 

動水 

勾配 

   損失水頭 

（摩擦・器具） 

立上 

高さ 

区間 

水頭 

    所要水頭  

⑨⑩ 
 150   40   111  (111/1000)×3.0 

        =0.33 

0.5  0.83  0.83+2.40 

+2.0=5.23 

 ⑪点 

 5.23 

 150   40    ﾒｰﾀｰ    2.40 0.0  2.40  

 150   40   ﾒー ﾀー 用止水栓 2.00 0.0  2.00  

⑩⑪  150   40   111  (111/1000)×7.3 

        =0.81 0.8  1.61  
5.23+1.61 

     =6.84 

 ⑫点 

 6.84 

     ア．上記の表より、１５０(L/min)の計画(同時)使用水量が流れた場合の減  

    圧式逆流防止器一次側の摩擦・器具・高低差による損失水頭の和(P1とP2 

    の和)は６．８４ｍとなる。  

      イ．減圧式逆流防止器による圧力損失は、本計算例の条件下では８.００ｍ  

         (減圧式逆流防止器圧力損失曲線 )であるので、  
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       Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）＝ 20.0m(設計水圧)－(6.84m＋8.00m) 

                             ＝ 5.16m＝0.05MPa(0.5㎏f/c㎡)＞０  

      ウ．0.05MPa(0.5㎏f/c㎡)＞０ よって、減圧式逆流防止器は増圧装置一次側  

       に設置する。  
 

  減圧式逆流防止器設置位置の計算式 
 Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）＞０の場合： 
  減圧式逆流防止器を増圧装置一次側に設置する。 
 Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋ＰX）≦０の場合： 
  減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置する。 

Ｐ0：設計水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 
   Ｐ1：配水管と増圧装置との高低差による圧力損失 

Ｐ2：減圧式逆流防止器 ＊一次側の給水管及び器具の圧力損失 
     （MPa(㎏f/c㎡)） 

ＰX：減圧式逆流防止器による圧力損失水頭（MPa(㎏f/c㎡)） 

 

 

  （５）ポンプ停止圧力設定値の算出  

          ＰT＝Ｐ0－(Ｐ1＋Ｐ2＋0.05MPa)＝ 20.0m(設計水圧) 

        －(6.84m＋5.00m)＝8.16m＝0.08MPa(0.8㎏f/c㎡) 

        よって停止圧力設定値ＰTは0.08MPa(0.8㎏f/c㎡)とする。  
 

  増圧装置停止圧力設定値 
    ＰT＝Ｐ0－（Ｐ1＋Ｐ2＋０．０５MPa(０．５㎏f/c㎡) 

ただし、ＰT≧０．０１MPa(０．１㎏f/c㎡) 
     ＰT:停止圧力設定値（MPa(㎏f/c㎡))････(0.01MPa(0.1㎏f/c㎡) 
     単位で設定） 
   Ｐ0:設計水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 

Ｐ1:配水管と増圧装置との高低差による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
Ｐ2:減圧式逆流防止器 ＊一次側の給水管及び器具の圧力損失 

        （MPa(㎏f/c㎡)） 
    ＊減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置する場合は、「増圧装置」 
    に読み替える 

 

 

      注）なお、増圧装置の一次側の圧力が回復してポンプが自動復帰する際  

        には、インチング運転の発生が極力防止できるよう考慮すること。  
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   （６）吐出圧力設定値の算出  

        ［１フロア－当たりの給水器具数］  

 器具名 器具数 器具単位 単位数計 口径㎜ 流量(L/min) 同時使用  

 小便器  F･T １ ３ ３ １３ １５ 同時使用 

 大便器  F･T １ ５ ５ １３ １５ 〃 

 手洗器 １ ２ ２ １３ １２  

 掃除用流し １ ３ ３ １３ １２  

 台所 １ ４ ４ １３ １５ 同時使用 

   計   １７    

        「吐出圧力設定値計算例」  

 区間  流量 

(L/min) 

仮定 

管径 

 動水 

 勾配 

  損失水頭 

  （摩擦・器具） 

立上 

高さ 

 区間 

 水頭 

   所要水頭  

Ａ①   １５ １３ ３５０ (350/1000)×3.0+ 

 9.0(ﾎ゙ ﾙーﾀｯﾌ゚ ) 

        =10.05 

0.5  10.55       10.55 
①点 

10.55 

①②   １５ ２０  ４９ (49/1000)×1.0 

        =0.04 0.0   0.04  
10.55+0.04 

     =10.59 ②点 

10.59 Ｂ②   １５ １３ ３５０ (350/1000)×5.3+ 

2.0(ﾎ゙ ﾙーﾀｯﾌ゚ ) 

        =3.85 

2.5   6.35         6.35 

②③   ３０ ２０ １６０ (160/1000)×1.5 

          =0.24 0.0   0.24  
10.59+0.24 

     =10.83 ③点 

10.83 Ｃ③   １５ １３ ３５０ (350/1000)×2.3+ 

 3.0(水栓)=3.80 0.8   4.60         4.60 

③④   ４５ ２０ ３４０ (340/1000)×3.5 

          =1.19 0.0    1.19  
10.83+1.19 

+2.00 

     =14.02 

④点 

14.02 

  ４５ ２０  止水栓     2.00   2.00  

④⑤   ４５ ４０   １３ (13/1000)×3.5 

          =0.04 3.5   3.54  
14.02+3.54 

     =17.56 

⑤点 

17.56 

⑤⑥   ７５ ４０   ３３ (33/1000)×3.5 

          =0.11 3.5   3.61  
 17.56+3.61 

     =21.17 

⑥点 

21.17 

⑥⑦ １０５ ４０   ５９ (59/1000)×3.5 

          =0.20 3.5   3.70  
 21.17+3.70 

     =24.87 

⑦点 

24.87 

⑦⑧ １３０ ４０  ８５ (85/1000)×3.5 

          =0.29 3.5   3.79  
 24.87+3.79 

     =28.66 

⑧点 

28.66 

⑧⑨ １５０ ４０ １１１ (111/1000)×3.0 

          =0.33 0.0   0.33  
 28.66+0.33 

 +2.00 

     =30.99 

⑨点 

30.99 １５０ ４０  止水栓   2.00   2.00  
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      ア．上記表より所要水頭は３０.９９mとなる。  

    イ．吐出圧力設定値は  

           PP=P4+P5+P6=30.99= 0.30MPa(3.0㎏f/c㎡)となる。  

         使用圧力が 0.30MPa(3.0㎏f/c㎡)≦0.75MPa(7.6㎏f/c㎡)となり適用範  

        囲内となる。  

      ウ．上記表の流量(L/min)は、同時使用水量表（表－９）による。  
 

  増圧ポンプ吐出圧力設定値（ＰP=Ｐ4+Ｐ5+Ｐ6） 
  ＰP:吐出圧力設定値（MPa(㎏f/c㎡)）･･･（0.01MPa(0.1㎏f/c㎡) 
    単位で設定） 
  Ｐ4:増圧装置二次側の給水管及び器具の圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 
  Ｐ5:末端最高位の器具を使用するための必要最小動水圧（MPa(㎏f/c㎡)） 
  Ｐ6:増圧装置と末端最高位の器具の高低差による圧力損失（MPa(㎏f/c㎡)） 

 

 

       注)計算の結果、減圧式逆流防止器を増圧装置二次側に設置しなければな  

        らない場合には、上記の吐出圧力設定値の算出において、区間の⑧⑨で  

        減圧式逆流防止器による圧力損失を加算すること。  
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      水量計算資料  

表－１ 増圧給水装置の口径別による標準最大戸数（参考）  

    メーター  

   口  径  

       標  準  最  大  戸  数   

    共 同 住 宅   単身者住居(ﾜﾝﾙ-ﾑﾏﾝｼｮﾝ) 

    ２５㎜       ３  戸程度迄        ４  戸程度迄  

    ４０㎜     ２２  戸程度迄      ３１  戸程度迄  

    ５０㎜     ４４  戸程度迄      ５４  戸程度迄  

  ＊流速が2.0m/秒の場合で、共同住宅3.2人/戸  単身者住居2人/戸を目安と  

  して表したものである。  

    ＊一般共同住宅の場合は、戸数から計画(同時)使用水量を予測する計算式を  

    用いる方法で算出し給水戸数を決定する。  

    ＊ワンル－ムマンションの場合は、住居人数から計画(同時)使用水量を予測  

    する算定式を用いる方法で算出し給水戸数を決定する。  

 

表－２ 給水栓の標準 

   給水栓口径（㎜）      １３      ２０      ２５  

  標準流量 (L/min)      １７      ４０      ６５ 

                                       

表－３ 同時使用を考慮した給水用具数  

          個  

 水栓数  

  同時使用率を  

  考慮した水栓数  

        個  

 水栓数  

  同時使用率を  

  考慮した水栓数  

 

     1       1  個     11～15       4  個  

    2～4       2  個     16～20       5  個  

    5～10       3  個     21～30       6  個  

                              

表－４ 給水用具数と同時使用水量比  

  給水用具数   １   ２   ３   ４   ５   ６   ７   ８   ９   10  15  20  30  

 使用水量比  1 1.4 1.7 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 2.9 3.0 3.5 4.0 5.0 

                                                        

表－５ 同時使用戸数率 

 戸  数   1～3   4～10  11～20  21～30  31～40  41～60  61～80 81～100  

同時使用 

戸数率(%)   100    90    80    70    65    60    55    50 

                                                        (水道施設設計指針引用) 
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表－６  給水用具給水負荷単位表 

 
 給水器具 

 器具単位数 
 備考 

 

 個人用  公共用及び事業用 

 大 便 器 F･V 6 10  F･V=ﾌﾗｯｼｭﾊ゙ ﾙﾌ゙  

 F･T=洗浄水槽  大 便 器 F･T 3 5 

 小 便 器 F･V － 10 

 壁付小便器 F･V － 5 

   〃 F･T － 3 

 洗面器・手洗器 水栓 1 2 

 浴   槽 〃 2 4 

 シ ャ ワ － 〃 2 4 

 台 所 流 し 〃 3 － 

 料 理 場 流 し 〃 2 4 

 掃 除 流 し 〃 3 4 

 食 器 洗 流 し 〃 － 5 

 (空気調和･衛星工学会便覧引用) 

  表－７  用途別使用水量  

用   途 
１回当たり 

使用量 (ℓ) 

最低必要 

流量 (ℓ/min) 

対応する給水器

具の口径（㎜） 
備  考 

  

  

  従来型大便器洗浄弁 15 

105 

25 作動圧 0.07MPa 以上   

  
節水型大便器洗浄弁 13 13 

直結方式の場合は， 

作動圧 0.07MPa 以上   

  従来型大便器ﾛｰﾀﾝｸ 12 ～ 20 
10  

13 作動圧 0.03MPa 以上   

  節水型大便器ﾛｰﾀﾝｸ 8 ～ 13 13     

  小便器洗浄弁 4 ～ 6 30 13 作動圧 0.07MPa 以上   

  小便器自動洗浄ﾀﾝｸ   8 ～ 10 13     

  手洗器 3 8  13 学校等の水飲み水栓   

  洗面器 10 10  13 洗濯機   

  流し類(13 ㎜水栓) 15 15  13 
調理流し(家庭用),洗濯

流し   

  流し類(20 ㎜水栓) 25 20  20 
調理流し(営業用),掃除

流し   

  散水栓   20  13,20     

  
浴槽(和風) 

大きさによ

る 
20 ～ 40 13,20   

  

  浴槽(洋風) 100 ～ 160 25 ～ 30 20     

  シャワー 24 ～ 60 12 ～ 20 13     

  消火栓(小型)   130 ～ 260 40,50     

  洗車   35 ～ 65 20,25 業務用   

                                      
（空気調和・衛生工学会便覧引用） 
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    表－８ ウエストン公式流量図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  表－９ 同時使用水量表  
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   表－１０  水栓類の損失水頭（給水栓・止水栓・分水栓）  
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     表－１１ 戸数から同時使用水量を予測する方法 

          （１戸当たりの有効面積が６０㎡以上の場合に適用）  

                       （水道施設設計指針2012より） 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「算定式」10戸未満 42×（戸数）    10戸～600戸未満 19×（戸数） 

1 31

2 32

3 33

4 34

5 35

6 36

7 37

8 38

9 39

10 40

11 41

12 42

13 43

14 44

15 45

16 46

17 47

18 48

19 49

20 50

21 51

22 52

23 53

24 54

25 55

26 56

27 57

28 58

29 59

30 60

177 289

181 292

186 295

164 278

169 282

173 285

151 268

155 272

160 275

137 258

141 261

146 265

122 247

127 251

132 254

106 236

111 240

117 243

89 225

95 229

100 232

80 214

83 217

87 221

66 202

71 206

76 210

42 190

53 194

60 198

戸数
同時使用水量

（リットル/分）
同時使用水量

（リットル/分）
戸数

0.33 0.67 
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 表－１２ 居住人数から同時使用水量を予測する方法 

         （１戸当たりの有効面積が６０㎡未満の場合に適用） 

                      （水道施設設計指針2012より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 26 51 112 101 159 151 196
2 33 52 114 102 160 152 197
3 38 53 115 103 161 153 197
4 42 54 116 104 162 154 198
5 46 55 117 105 163 155 199
6 49 56 118 106 163 156 199
7 52 57 119 107 164 157 200
8 54 58 120 108 165 158 200
9 57 59 121 109 166 159 201
10 59 60 122 110 167 160 202
11 61 61 123 111 167 161 202
12 63 62 124 112 168 162 203
13 65 63 125 113 169 163 204
14 67 64 126 114 170 164 204
15 68 65 127 115 170 165 205
16 70 66 128 116 171 166 206
17 72 67 129 117 172 167 206
18 73 68 130 118 173 168 207
19 75 69 131 119 173 169 208
20 76 70 132 120 174 170 208
21 77 71 133 121 175 171 209
22 79 72 134 122 176 172 209
23 80 73 135 123 176 173 210
24 81 74 136 124 177 174 211
25 82 75 137 125 178 175 211
26 84 76 138 126 179 176 212
27 85 77 139 127 179 177 212
28 86 78 140 128 180 178 213
29 87 79 141 129 181 179 214
30 88 80 142 130 181 180 214
31 88 81 142 131 182 181 215
32 89 82 143 132 183 182 216
33 90 83 144 133 184 183 216
34 91 84 145 134 184 184 217
35 93 85 146 135 185 185 217
36 94 86 147 136 186 186 218
37 95 87 148 137 186 187 219
38 97 88 149 138 187 188 219
39 98 89 149 139 188 189 220
40 99 90 150 140 188 190 220
41 101 91 151 141 189 191 221
42 102 92 152 142 190 192 221
43 103 93 153 143 191 193 222
44 104 94 154 144 191 194 223
45 105 95 155 145 192 195 223
46 107 96 155 146 193 196 224
47 108 97 156 147 193 197 224
48 109 98 157 148 194 198 225
49 110 99 158 149 195 199 226
50 111 100 159 150 195 200 226

同時使用
水量

人数
同時使用

水量
人数

同時使用
水量

人数
同時使用

水量
人数

(注 1)：一戸当たりの有効床面積が 30㎡未満は 1人、30 ㎡以上 60 ㎥未満は 2人を用いる 

「算定式」30人以下 26×(人数)     31 人～200 人 15.2×(人数) 0.36 0.51 
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   別図－１      減圧式逆流防止器  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       別図－２       直結増圧給水方式系統図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       別図－３      直結増圧式の動水勾配線図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


